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変更後 変更前 

９ページ 

３．計画の期間 

  本計画の期間は、平成17(2005)年度から平成36(2024)年度までの20ケ年とします。 

  このうち平成 17(2005)年度から平成 21(2009)年度までの５年間を前期計画とし、平成 22(2010)年

度から平成 26(2014)年度までの５年間を後期計画とし、平成 27(2015)年度から平成 36(2024)年度ま

での 10 年間を延長計画とします。 

 

 

95 ページ 

第６章 公共施設の適正配置 

公共施設の適正配置と整備については、地域特性や公共施設の機能バランス、また、住民生活の利

便性や財政事情などを勘案し、逐次検討を行います。 

合併に伴い支所となる旧町役場については、住民サービスの低下を招かないよう十分配慮し、高度

情報通信網を活用した各種公共施設間のネットワーク化による機能の向上を図り、旧町域のまちづ

くりをサポートする、地域振興拠点として位置付けます。 

また、地域における各種公共施設の利用・運営状況や目的などを踏まえ、適切な施設間連携・機能

分担・施設統合などについて十分な検討を行い、それぞれの機能の充実を図ります。なお、公共施設

等総合管理計画に基づき廃止となった公共施設については、除却を進めます。 

以上に基づき、新市の公共施設の適正配置に関する基本方針を次のとおり設定します。 
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３．計画の期間 

  本計画の期間は、平成17(2005)年度から平成31(2019)年度までの15ケ年とします。 

  このうち平成 17(2005)年度から平成 21(2009)年度までの５年間を前期計画とし、平成 22(2010)年

度から平成 26(2014)年度までの５年間を後期計画とし、平成 27(2015)年度から平成 31(2019)年度ま

での５年間を延長計画とします。 
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第６章 公共施設の適正配置 

公共施設の適正配置と整備については、地域特性や公共施設の機能バランス、また、住民生活の利

便性や財政事情などを勘案し、逐次検討を行います。 

合併に伴い支所となる旧町役場については、住民サービスの低下を招かないよう十分配慮し、高度

情報通信網を活用した各種公共施設間のネットワーク化による機能の向上を図り、旧町域のまちづく

りをサポートする、地域振興拠点として位置付けます。 

また、地域における各種公共施設の利用・運営状況や目的などを踏まえ、適切な施設間連携・機能

分担・施設統合などについて十分な検討を行い、それぞれの機能の充実を図ります。 

以上に基づき、新市の公共施設の適正配置に関する基本方針を次のとおり設定します。 
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第７章 財政計画 

  新市における財政計画は、平成 17 年度から平成 31 年度までの 15 ヶ年に 32 年度から 36 年度まで

の５ヶ年を追加し、平成 17 年度から平成 30 年度は決算額及び決算見込額に置き換え、平成 31 年度

から平成 36 年度については、財政運営の指針として、普通会計の歳入・歳出の各項目ごとに、現況及

び過去の実績や今後の経済情勢等を勘案しながら策定しています。 

  また、平成 29 年度に策定した「第２期持続可能な財政運営プラン」に基づく取り組みを勘案し策

定しています。 

  なお、特別会計分（上下水道関係等）については普通会計の繰出金としています。 

 

(2)地方交付税 

  普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定するとともに、合併

算定替の段階的縮減等及び合併特例債等の交付税措置を見込んで算定しています。 

  また、庄原市人口ビジョンによる人口推移から、人口減による減額を見込んで算定しています。 

 

(3)国庫支出金・県支出金 

  国庫支出金・県支出金については、新市建設計画及び長期総合計画・実施計画等に計上した計画

事業に伴う国庫支出金・県支出金を見込んで算定しています。また、経常的な支出金については、

平成 29 年度決算額を基準として算定しています。 

 

(2)物件費 

物件費については、平成 29 年度決算額を基本に算定しています。 

 

(5)公債費 

  公債費については、平成 29 年度までの地方債の償還見込額に、歳入で計上している合併特例債等

の新たな地方債に係る償還見込額を加算し算定しています。 

 

101 ページ 

第７章 財政計画 

  新市における財政計画は、平成 17 年度から平成 26 年度までの 10 ヶ年に 27 年度から 31 年度まで

の５ヶ年を追加し、平成 17 年度から平成 26 年度は決算額及び決算見込額に置き換え、平成 27 年度

から平成 31 年度については、財政運営の指針として、普通会計の歳入・歳出の各項目ごとに、現況及

び過去の実績や今後の経済情勢等を勘案しながら策定しています。 

  なお、特別会計分（上下水道関係等）については普通会計の繰出金としています。 

 

 

 

(2)地方交付税 

  普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定するとともに、合併

算定替の段階的縮減等及び合併特例債等の交付税措置を見込んで算定しています。 

  特別交付税については、普通交付税との割合変更を見込んで算定しています。 

 

(3)国庫支出金・県支出金 

  国庫支出金・県支出金については、新市建設計画及び長期総合計画・実施計画等に計上した計画

事業に伴う国庫支出金・県支出金を見込んで算定しています。また、経常的な支出金については、

平成 25 年度決算額を基準として算定しています。 

 

(2)物件費 

物件費については、平成 25 年度決算額を基本に算定しています。 

 

(5)公債費 

  公債費については、平成 25 年度までの地方債の償還見込額に、歳入で計上している合併特例債等

の新たな地方債に係る償還見込額を加算し算定しています。 
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主要施策の体系に基づく主要事業 

２．定住環境の充実 

NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(4) 
ごみ対策・リサ

イクル対策の確

立 

○ 
ごみ処理施設・リサイクル

施設の充実 
新焼却施設整備事業 市 全域 

  
○ ごみの減量化  市 全域 

 
○ 

不法投棄防止のための監

視体制の強化 
 市 全域 
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NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(5) 
居住環境の整備 

○ 生活環境の整備 斎場整備事業 

市 

全域 

  
  地籍調査事業 東城 

 
  地籍調査事業 総領 
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４．教育・学習環境の充実 

NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(1) 
学校教育の充実 

○ 学校施設等の整備 小学校空調設備整備事業 

市 全域 
  

  中学校空調設備整備事業 

 
  小中学校施設整備事業 
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主要施策の体系に基づく主要事業 

２．定住環境の充実 

NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(4) 
ごみ対策・リサ

イクル対策の確

立 

○ 
ごみ処理施設・リサイクル

施設の充実 
 市 全域 

  
○ ごみの減量化  市 全域 

 
○ 

不法投棄防止のための監視

体制の強化 
 市 全域 
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NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(5) 
居住環境の整備 

○ 生活環境の整備 斎場整備事業 

市 

庄原 

  
  地籍調査事業 東城 

 
  地籍調査事業 総領 
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４．教育・学習環境の充実 

NO 主要施策 主要事業 事業名 
事業 

主体 

地域 

区分 

(1) 
学校教育の充実 

○ 学校施設等の整備 小学校空調設備整備事業 

市 全域 
  

  中学校空調設備整備事業 

 
   

 

 

 


